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戦後のわが国失業関係立法は、昭和四六年の緊急失業対策法の事実上の廃止と、四九年の失業保険法から雇用保険
法への切換えに端的に示されるように、昭和三○年代から始まった高度経済成長を背景として、単純かつ消極的な失
業者の生活保障（失業保険制度）、あるいはそれにかわる公的雇用機会の創設から、より積極的な労働力政策、雇用
目五今後における失業保障法制の展望
むすび
四 一受給資格要件
一受給欠格要件
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このような傾向は、単に経済成長にともなう労働力不足基調の定着に対応する産業政策あるいは経済政策（労働力
政策）としてではなく、憲法二七条一項の労働権保障の理念と合致するかぎりにおいて労働法的観点からの評価をう
けるものであるが、右のような動向の展開とともに、学説上雇用・失業立法を労働権保障の観点から把握し体系づ
（２） 
け、また労働法体系中「歴用保障法」の分野を設けよ》つとする傾向が顕著にみられることとなった。そして、このよ
うな労働権保障の観点からは、失業保障は、現実の就労機会確保にかわる失業中の生活保障として、さらにそのこと
（３） 
が適職選択権保障としてとら』えられることになる。
そもそも失業者に対する生活保障（所得保障）たる失業保障（以下この語をこのような意味においてとらえる）
は、懲法上狭義の生存権（憲法一一五条）Ⅱ社会保障法系列と労働権系列との一一重の系列に属し、一一重の原理によって
支配をうける。この点において社会保障法体系中における失業保障法の特殊な性格と地位がみいだされることにな
る。そして失業保障にこの一一つの原理をいかにからませるかによって、その具体的な法榊造にも大きな影響を与える
（４） 
ことはあきらかで、この点についてのより精密な検討がなされなければならないものと思われる。詳細は他日に譲る
として、概括的にいえば、失業者の生活保障として、狭義の生存権原理による単なる所得保障よりも具体的に就労を
確保する労働権原理による保障（Ⅱ雇用保障）の方がより高い次元のものであることはあきらかである。資本主義社
会においては、労働者は就労が確保されることによって生活の安定を図るのが本態的な姿であるからであり、この観
点からは、失業保障はそれ自体に意味があるのではなく、職探し期間の保障、すなわち適職選択権保障の一環として
理解されるべきことになる。そして、雇用保障政策や雇用保障法理論の発展は漸次失業保障における狭義の生存権原
（１） 
政策へと重点か」移した。
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理の稀薄化とそれにかわる労働権原理の濃厚化、換言すれば社会保障法原理の後退と労働法原理の優越化をまねく可
能
性
が
強
く
、
ま
た
こ
の
傾
向
は
肯
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
しかしながら、それでは、この傾向によって失業保障から狭義の生存権原理が完全に抹消され、それが社会保障法
から労働法へ離脱するものであるのか。答は否である。およそ失業者が存在する場合に、まずその失業中の生活保障
が第一義的重要性をもつことは不動である。それが適職選択にいかなる機能をもつかは、より高次ではあるが二次的
問
題
で
あ
っ
て
、
失
業
者
は
と
も
か
く
も
生
活
保
障
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
純
粋
な
生
活
保
障
原理たる狭義の生存権原理は失業保障の基本的第一義的な原理として将来にわたって貫かれる。換言すれば失業保障
法は労働樋保障法であるまえに社会保障法である。この狭義の生存権Ⅱ社会保障法原理を前提としてその上に労働権
Ⅱ
労
働
法
原
理
が
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、
場
合
に
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は
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自
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造
を
と
る
、
こ
れ
が
失
業
保
障の原理的構造と解される。これは狭義の生存権が国民一般を対象とする一般的生存権であるのに対し、労働権は国
民
の
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特
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層
た
る
「
労
繊
者
」
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し
た
よ
り
具
体
的
な
生
存
権
と
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る
ことと表裏をなすのである。
そして、今日の失業保障の法理論的な問題状況は、労働権保障法として論ずる以前に、社会保障法的観点から検討
（５） 
されるべき面が多いのである。まず保障形式の面について。失業保障は主として第一次大戦後の大戯失業者発生を契
機として、各国において「失業保険」を中心として、すなわち「社会保険」として登場した。これがその後の生存権
原理の進展、社会保障の概念の形成とその具体的制度Ⅱ社会保障制度の発展にともない、その制度に包摂され、その
重要な一部門を構成することになるが、ここに当然に「社会保険」から「社会保障」への原理的発展がなされている
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のであって、その保障方式もこの社会保障法原理から改めて問われなければならないのである。「社会保障」とは、
私見によれば国家責任を根底とし、国民のあらゆる生活危険を網羅して、包括的、統一的にその生活保障をなす制度
体系であるが、このような制度下では、保障は国家的に何らかのもっとも有効な手段が用いられればよく、保険方式
にこだわる必要はないからである。
つぎに保障対象ないし保障要件の問題。社会保障の一部門としての失業保障の対象である「失業」は、それ自体が
孤立して単独に保障されるべき生活危険としてでなく、他の保障部門と有機的に連携して全体として国民の包括的、
体系的生活保障がなさるべき国民の生活危険のうちの一類型としてとらえられるべきものである。したがってその
「失業」とは「業を失う」ことではなくて、より広く、生活手段となるべき「業のないこと」（］（昔一のの目の過として
（６） 
とら』えられるぺきである。そこで社会保障下の失業保障は、仙業のないあらゆる国民に、②その業のない期間、③生
活の保障をなすこと、が理想型となるはずである。この理想型に対し、現行制度はあまりに限定的である。まず保障
対象を画する「失業」の概念について雇用保険法（以下「法」という）四条一一一項は「被保険者が離職し、労働の意思及び
能力を有するにもかかわらず、職業に就くことができない状態」とし、川被保険者の離職、②労働意思、③労働能力
の一一一つの要件によって限定している。この側ほとりもなおさず保障対象としての失業者に就労経歴Ⅱ既就労性を要求
するものにほかならず、しかもその就労は被保険者としての就労であり、さらに具体的受給条件としてはその被保険
者として一定の期間をもつ（資格期間）ことをも要求している（法二一一条）。この限定のうえに、｜定の欠格条件が
加わる。職業紹介拒否（法一一一二条）、職業訓練拒否（法一一九条）、自己の責に帰すべき重大な理由による解雇（法一一一一一一
条）、正当な理由のない自己退職（法一一一一一一条）などである。
さらに保障期間については、失業の全期間ではなく、一定期間（一年ｌ法二○条一項）内における一定日数分（法
一一一一条）の限定があるうえ、待期期間までが設けられている（法一一一条）。
このような保障の限定は、ひとりわが国のみのものではなく、その保障方式が保険方式であることとともに、国際
的規模でのいわば伝統的、古典的な失業保障の型であったが、ともかく、現行法制は社会保障法原理にてらした場合
におけるその理想型から乖離すること大なるものがあり、労働権保障として論ずる前に今日の段階にまで発展した社
会保障の法理論的観点からの再検討が必要と認められるのである。そこで本稿は、このような観点から、制度の基本
にふれる問題としての失業保障の受給資格要件、受給欠格要件、保障期間の面を中心に、保障方式との関係をかかわ
ら
せ
つ
つ
、
国
際
的
視
野
を
ふ
ま
え
て
検
討
し
、
社
会
保
障
法
体
系
と
し
て
の
失
業
保
障
の
法
構
造
の
あ
り
方
を
模
索
す
る
こ
と
と
し
たい。（１）このような近年におけるわが国雇用・失業法制の変遷については、法学者の文献として、清正、林「戦後の雇用保障法の
展開」（林他署「雇用保障法研究序説」所収）、松林和夫「雇用保障」法の展開と労働樅保障」（学会誌労働法四五号所収）、
片岡「労働椎の理念と課題一（季刊労働法一○○号所収）、青木、佐藤、野村、座談会「労働権と雇用保障」（法律時報四六
巻一○号）、荒木「雇用保障の法的課題」（有泉古稀記念「労働法の解釈理論」所収）、佐藤「戦後日本における失業保険の
法と行政分折」（社会政策年報一二集、「日本経済と雁用・失業問題」所収）、拙稿「妓近の労働立法における若干の動向に
ついて②」（社会労働研究二四巻三号）など参照。
（２）この点に関しては、松林前掲、片岡前掲、青木・佐藤・野村前掲、荒木前掲のほか、林迪広「雇用保障法についての覚え
書き」（山中還暦記念所収）、沼田「社会法理論の総括」三一頁以下、片岡「雇用保障法の概念について」（有泉古稀記念所
収）、松林「雇用保障法制の理論課題」、馬渡「労働権の今日的意識」、清正「雇用保障法の概念と若干の問題」（以上学会誌
労働法四五号所収）など参照。
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前述のごとく、ここでの既就労性とは、受給者の雇用労働者としての、したがって被保険者としての既就労性をい
う。このことは、原則的全面通用の強制雇用保険法のもとでは、受給者が離職前に原則的に当然被保険者であること
と表裏をなすが、この結果、就労経歴のない自営業者、新規学卒者は対象から排除されることになる。すなわち、倒
産、廃業の自営業者、就労の経験のない学卒者は、いかに労働の意思及び能力をもっても「業のなど期間中の生活
保障を受けることができない。生活保護法の適用を受けるのみである。このことは、保障方式として保険方式をとつ
受給資格要件としては、右にみたごとく、仙既就労性、②労働意思、③労働能力、例資格期間の四つを主
要なものとしてとりあげ、以下順次これを検討する。Ⅲと側は強い関連性をもつものであるが、論述の便宜上、両者
をわけることとする。
失業保障の法榔造
一ハ
（３）代表的なものとして、松林「雇用保障法制の理論課題」（学会誌労働法四五号）九二頁。しかし、労働権保障（適職選択
権保障）の観点から陸失業中の生活保障は本来公的財源、すくなくとも労働者無負担の失業手当制でなされるべきで労
、
■
働者も負担する失業保険制度は合致しない（林前掲一一一五八頁に一」の点の指摘がある）。
（４）雇用保障原理が、わが国失業保険↓雇用保険にいかに影響を与えたかについては、荒木前掲五一四以下参照。
（５）この点を正当に指摘されているのは、荒木前掲五一六頁以下である。
（６）倉曰可の衝曰目⑩ヨロ一○国ヨのロ庁ご一厨⑫一ヨロ］の⑩［命。『日冒Ｄ一一の⑪］］［この日。魂の二】目岳の８且嵐・ロＣ〔冨冒、乏屋◎具ロ）・す・冨
Ｉ旨Ｐｐｐの冒口】。】目のご斤冒の巨日曰８ｍ＆の己の⑭一己．①『．
二
受
給
資
格
要
件
（４） 
③失業によって失う夕ｂのがあるのは雇用労働者のみであること。
（５） 
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（６） 
不正受給のおそれがあること。
以上のほか、自営業者の営業活動は自主的行為であるため、それに対する失業保障制度は自営業者層の営業継続へ
の真塾な努力を阻害し、言・『丙－日⑫旨８口牙のの効果を生ずる危険がきわめて高いことも自営業者排除の大きな要因と
なろう。
太」て、
たことの当然の結果（この方式をとれば、その保険給付を受ける前提として被保険者Ⅱ雇用労働者としての経歴を必
要
と
す
る
）
の
よ
う
に
み
え
る
が
、
実
は
保
障
方
式
を
こ
え
た
、
そ
れ
以
前
の
問
題
か
ら
生
じ
た
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
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た
と
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ば
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ラ
（１） 
ンスにおける公的扶助（一）巳。①ゼロヴ］】ロロ①）Ⅱ全額国庫負担による失業扶助制度においても、受給要件として、受給者
が常態として一使用者に使用されていたこと（具体的には、過去一二月に最低一五○日（断続労働の場合には一、○
○
○
時
間
）
の
賃
労
働
を
な
し
た
こ
と
）
を
要
求
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
瞭
で
あ
る
。
こ
の
既
就
労
性
要
件
の
理
由
づ
け
と
し
て
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
諸
点
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
Ⅲ
社
会
保
障
は
一
定
の
事
故
に
対
し
と
く
に
弱
い
一
定
階
層
Ⅱ
労
働
者
階
級
の
た
め
に
設
け
ら
れ
た
も
の
と
の
先
入
観
念
が
存
し
た
（３） 
て保謹の必要刊ｂないこと。
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こと。②自
営
業
は
他
人
と
の
契
約
に
よ
っ
て
拘
束
さ
れ
ず
、
そ
の
廃
業
は
自
発
的
行
為
で
あ
っ
て
、
こ
れ
に
は
失
業
が
な
い
。
し
た
が
っ
右のような自営業者排除の根拠についてであるが、まずⅢについては社会保障が沿革的に社会的弱者の典型
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つぎに図は、後述のように保障の対象となる失業は非自発的失業に限るとする伝統的であるていど妥当な考え方と
関連をもつものである。たしかに、たとえば農業から商業へスムーズに転換する場合の農業の廃業などはまさしく自
発的行為であって、失業の観念の入りこむ余地はない。しかしその廃業が一見自発的外形を呈する場合でも実質的に
は自発的でなく、余儀なくされた非自発的廃業である場合がきわめて多い。経営不振による（倒産）廃業、とくに不
景気時にみられる下請零細自営業者のそれなど、自発的どころか強いられた廃業である。この点についてＩＬＯも、
まず代理人のように労働者と自営業者との性格を併有するものがあり、その区分には慎重を要することとともに、と
で
あ
っ
た
。
社
会
的
保
謎
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
つぎに図は、後述（
失
業
保
障
の
法
構
造
八
としての労働者を対象として出発したことは確かである。とくに失業保険制度を誘発した第一次大戦後の恐慌時に
、
、
Ｕ
は、労働者の深刻な失業状態がまさに解決を要する緊急問題と意識されたのである。失業は労働力を他人に提供する
ことしか生活手段をもたない労働者にとって致命的打撃であるに対し、自営業者は多かれ少なかれ資産を有し、多少
の不景気にも耐えうる力を有する。これがとくに労働者を対象として失業保障法制を生成せしめたゆえんであった。
しかし資本の独占化を中心に高度の経済成長をとげた今日の段階においては、その独占的大企業の制圧下に零細自
営業は労働者とほとんどかわらない地位に陥れられることになった。倒産事業者の一家心中の頻発にもみられるよう
に、彼らはもはや誇り高き資本家ではなく、一歩あやまれば生活の危機に陥らなければならない状態となった。資本
主義経済の進展は、このように、労働者のみならず、自営業者層をも生活の危機化のなかに追いこんだのである。そ
してこれが労働者を主たる対象とする社会保険から広く国民全体を対象とする社会保障へと移行せしめた大きな要因
であった。社会的保護必要性（要保障性）という点においては、今日では自営業者を労働者と区別する根拠は乏しく
（７） 
くに急激な鍛気後退の場合には、その困窮状態は自営業者刊ｂ労働者と異らないことを瞥告している。わが国において
とくに留意しなければならないことは、いわゆる経済の二重構造により、大企業の下請関係のもとにある零細自営業
者は完全にその親企業に対し経済的従属関係に立ち、この点で固有の労働者と何ら異るところはないことである。そ
の親企業の発注の打切りは下請自営業者の失業である。
この零細自営業者の極限に家内労働者がある。家内労働者になると、単に経済的従属関係のみならず、人的従属関
（８） 
係に判じあり、私見によれば労働法上の労働者性をもつものである。
他方、大エや左官等の完全な独立自営業者（いわゆる一人親方）については、右に述べた従属自営業者と若干様相
が異り、余儀なくされた廃業は比較的少ないであろう。かかる一人親方について問題となるのは、顧客からの受注の
とぎれである。ただ、このとぎれは、一人親方の業種にあるていど予想されたものであり、日頃そのことを前提とし
た
手
間
賃
が
設
定
さ
れ
て
い
る
と
予
想
さ
れ
る
の
で
、
こ
れ
を
も
っ
て
た
だ
ち
に
労
働
者
の
失
業
と
同
視
す
る
必
要
は
な
い
か
も
し
れ
な
い。しかし一人親方の受注堂もやはり一般的経済の獄気変動に左右されるものである。そして、深刻な経済の不況期
においては、一般に予想された以上の長さの仕事のとぎれに見舞われることもあり、このようなときには失業として
要保障性あるものととらえられなければならない。
、
、
、
、
側は、失業保障を失業による損失の補てん、すなわち所得の喪失、中断に対しその補てんをなす構造坐ととる従来か
ら
の
社
会
保
険
方
式
で
の
保
障
を
念
頭
に
お
い
た
も
の
と
み
ら
れ
る
。
し
か
し
、
こ
の
前
提
を
と
っ
た
と
し
て
も
、
自
営
業
者
は
そ
の
廃
業によって従前の所得を失うのは自明のことであり、この命題をみたすのは新規学卒者である。従来からの社会保険
的保障方法の基礎をなす発想を前提とすれば、新規学卒者はもともと無所得であり、就職ができなからといってこれ
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一○
を保護する必要はないかもしれない。しかし、すぺての国民の生活保障を理念とする社会保障法原理からみれば、独
立した労働の意思と能力をもつ新規学卒者に失業保障をなさないことの根拠にとぼしい。要保障性の点において（失
うものがある）就労経歴者と新卒者を区別するいわれはないと思われる。
最後に残るのは側と弓・鼻’＆⑩日８コこぐ①の問題である。たしかに一般論としては、自営業者には「失業」の判別の困
難さとそれにともなう不正、虚偽の受給のおそれがあり、さらに失業保障制度が存在するという安易感から、自営業
者の能力ぎりぎりの経営努力を阻害する結果をもつことは否定できない。とくにあとの点は自己責任の基礎のうえに
立つ自由主義経済秩序をびん乱することともなりかねない。しかし、このような難点は、いずれも失業保障について
の技術的難点、あるいは失業保障的観点外の政策的配慮から出ているものであることに注意しなければならない。真
実自営業者についての要保障性は前述のごとく厳然と存在するのであって、右の技術的、政策的な一般論によって怪
々に制度の適用を否定できるものではない。制度の建て方や手法によってはたしてこれら難点を克服しえないかどう
か、真剣に検討される必要がある。
技術的観点からみた場合、まず家内労働者については、委託者からの委託の打切りが固有の労働者の解雇にあた
り、明確な識別と証明が可能である。また、特定親企業に従属する零細自営業者も、その受注の打切りが解雇にあた
り、これも識別可能である。ただ、一人親方、独立商業、農業経営者その他の完全独立自営業者については、この難
点が存在することはたしかである。
新規学卒者については、最終学歴終了さえ判明すれば、あとの失業の認定、不正受給の問題は就労経験労働者と異
ならない。そして、その最終学歴終了の事実の証明も容易である。
また政策的観点からのゴ・『丙１日⑪言８口牙のの問題については、たしかに自営業者や新卒者の経営努力や求職意欲を
減退せしめる要素は存在するが、そもそもこの問題は失業保障制度自体につきまとう問題であって、就労経験労働者
と共通の問題としてとらえられるべきものと思われる。
以上のごとく、失業保障の受給資格要件としての既就労性は、若干の技術的、政策的難点の存する面があることは
否定できないにせよ、大局的には今日その合理性の基礎を失っていることを知るのである。
（１）現在の根拠法令は、一九六七年七月一三日のオルドナンスである。一九七七年の時点での額は基本手当（日額）、最初の
一一一ケ月一五フラン、それ以後一三・八○フラン、扶縫家族についての付加手当六フランである。フランスでは、この失業扶
助制度の上に、労使間協定を基礎とする失業保険制度などが上積みされ、最終的には受給者の離職前賃金の九○％（手取賃
金相等額）左でが保陳される。フランスの制度については、］・］・□息の胃◎貝》己Ｈｏ－ａの一山、の２１尿ｍｏ３－の『の巴》ご・Ｓｇ
①【の。》国号の弓の８巨斤の］》Ｓ８岸含目同画く菖菖》ご・圏⑪の【、．》、遠藤政夫「雇用保険の理論」六○九頁以下など参照。
（２）］・］・ロ巨已の胃。受．ｇ・ａ〔・》ロ・巨呂の斤切．
（３）円い。壜ごロの目己一．嗜曰のロ【閂。⑩目『回ｐ８叩呂の曰の⑩ご（巳研）『ロ・巴．
（４）］・旨の叩冨『・貴ＤＣ目ロ①己⑪貝】。□｛Ｃ『ロゴの日ロ◎忌日８斤ご］⑨『⑦．（の君の鼻俸冨自君の】一）》勺・】⑤．
（６）］・］・□目の胃。受》○℃・口〔・・ロ・旨ｇ・デュペイルーは、保障における勺凶ロ、一月＆己の日己の四画目（補てん原理）と一段：】一‐
日目目【の（扶養原理）を区別し、『凹己の目ワ一一Ｐ口のとしての失業手当を後者腫属せしめる（したがって、給付額は過去の所
得に無関係に股低最保障額であり、また他の所得との合算額が一定額をこええない意味で、一定の貧困状態に応じるものと
なる）。そして、この手当の受給に労働者としての条件や雇用の喪失を要件とすることは受給者を社会的に位置づけ、また
詐欺を防止すにすぎないものとする。
（７）ＩＬＯ屋ご回の目ｐｌＣ留日の回斤冒のＥ『目８の。胃日の⑩ご冒已・巴・
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〆古、￣、〆－，
６５４ 
，－ゴ、＝グ、＝”
］・三角の叩豈の夢ＲＤＣ
］・冨の農の『同右。
目
労
働
の
意
思
政府関係者の説明によれば、「労働の意思」（冨苣ヨ砲口のｍｍ８弓。烏）とは、「自己の労働力を提供して雇用労働に就
こうという積極的な意思をいい、単に公共職業安定所の紹介に応じるだけでなく、自己のできる限りの方法により、
例えば新聞広告に応募するとか、縁故により就職先を探す等によって積極的に求職活動を行っていることが必要」と
（１） 
かなりきびしい解釈がなされている。そしてこの労働意思が要件とされた理由は、失業状態の継続がその失業者自身
（２） 
の願望に即するものであることにあるとされる。
一般に、失業状態にありながら右のような意味での労働意思をもたない場合としては、Ⅲ他に資産があり、就労
を不要とする場合、②就労を要するが、怠堕により労働意思のない場合、③結婚、出産、疾病、老齢等、自己の
個人的状況が就労を不能とすることによる場合、の三つが考えられる。このうち、川、側のケースは要保障性のない
ことはあきらかである。②については、これに保障をなすことは倫理的にも、制度を維持する観点からも弊害さえと
もなうであろう。自己責任を基調とする社会においては、自己の生活維持のためには自己によって最大限の努力が払
われなければならず、社会保障はこれを前提としてのみ存立するのである。こうして、労働意思は、失業者の要保障
性の反映である（通常、要保障性ある失業者が労働意思をもつ。）とともに、倫理的観念にも適合した制度とするた
めに意味をっものとして、保障資格要件とすることが正当視されるのである。
これに対し③の場合は、就労期待性（吟冒一一口巨ご【。Ｈ葛。鼻）あるいはつぎに述べる労働能力こそないが、原則
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（８）拙稿「家内労働者の法的性格」（社会労働研究一八巻一号）参照。
一一一
として、本来的、潜在的には労働意思の存在するケースである。また通例、要保障性も存在し、これに対する保障は
倫理性をそこなうこともない。このような場合においては、失業は失業者の真の願望に即したものではなく、労働意
思要件は、社会保障法的観点からは、その労働意思を消失させた失業者の状況に対し、出産保障、疾病、老齢保障な
ど、別途の保障制度が存在することを条件としてのみ是認することができるものである。
㈲
労
働
能
力
この要件は、疾病、廃疾、老齢など、彼保障者の個人的な肉体的、精神的、環境的条件によって労働不能Ⅱ生活不
能となった場合ではなくて、失業という外部的原因によって生じたそれを保障するところに失業保障制度の類型的特
（３） 
質があるということ以外には根拠を求めることはできない。すなわち、失業保障は、五体満足であり、労働能力があ
りながら失業という外部的事情により生活不能である者の生活保障であって、疾病、老齢等によるものは、社会保障
法中それぞれの保障部門によって保障を受けるぺきであるということである。これは社会保障制度が、各生活事故の
類型別に個別に発達をとげてき、失業保障もそのなかの一類型であったという沿革に負うものであって、明確な理論
的根拠をもつものではない。現に、わが雇用保険法は三七条において、離職後疾病または負傷のために就労不能となっ
た場合に傷病手当を支給することとしているのである。そこで、包括的、統一的な国民の生活保障の原理に立つ社会
保障法として、過去の類型にとらわれることなく、より統一的な制度の樹立が不可能なものかの問題を提起する。か
りに現在の失業保障制度をその類型のままでおくとしても、老齢、廃疾、疾病等の保障制度と密接な関連をもたされ
る必要がある。とくに、同じ短期給付として、失業保障は疾病保障と社会保障法上まったく同一性格のものであり、
失
業
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障
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この資格期間は、一見して保険原理からくるもののようにみえる。被保険者として給付を受けるからには、受給者
は事前に一定期間の掛金を支払っておかなければならないという考え方である。しかしそれにしては期間が短かすぎ
るし、わが国の制度にはもともと拠出期間と給付額、給付日数との厳密な対応関係は存在していなかった（昭和三○
年の失業保険法の改正前には被保険者期間の長短にかかわらず給付日数は一律一八○日分とされていた）。そして同
じ保険制度をとっても全額使用者負担を原則とするアメリカでも、各州とも、受給前の一定期間（日のの己の国Ｃｅ内
（１） 
に受給者が一定額の賃金をこえていたこと、あるいは一定期間雇用されていたこと、または両者を要求しているし、さ
㈲
変
格
期
間
失業保障の中心である基本手当受給のためには、以上の各要件のほか、原則として、離職の日以前一年間に被保険
者期間が通算六箇月以上なければならない（法一三条）。これが資格期間で、これによってまた多数の失業者が対象
失業保障の法構造
一四
（４） 
一層の緊密な連携が必要となる。
そしてここでも、社会保障法的観点から労働能力要件が正当性をもつのは、他の労働不能事故に対し他の保障が失
業保障と同程度に存在していることが前提となるのである。
（１）遠藤政夫前掲轡、三八六頁。
（２）閂Ｆ○・．口・旦芹．。□・】つい
から外れることになる。
（１）遠藤政夫前掲轡、三
（２）閂Ｆ○・．□。、再・・ロ。
（３）同右、九八頁以下。
（４）同右一○○頁以下。
らに前述のようにフランスの全額国庫負担の失業手当制度でも一定の資格期間を要求している。
したがって、この根拠も既就労性と同様、保険原理以外に存在することはあきらかである。これに関する国際的理
（２） 
解は、保険原理や財源事情とまったく無縁ではないが、主たる趣］曰は、失業保障の対象を「労働市場の正規にして誠
（３） 
（４） 
（５） 
実なメンバー」あるいは「現に労働市場に存在する労働者」（現役労働者）に限定するものとする。そして、さらにこ
のように限定した理由についてＩＬＯはつぎのように説明している。失業前ごく短期間しか雇用されたことのない者
は、補償を要する賃金ロスを受けたとはみられない。短期間しか雇用されていない者は、通常彼が他に資産をもつ
か、労働能力がないかで、いずれにせよ失業保険の目的からみて、生活手段として彼が通常その雇用に依存していた
（６） 
とみられない。
こうして失業保険の対象となるためには、すでに労働者となっているものでも一定期間以上の就労経歴を要するこ
ととなるが、これはさきにみた既就労性の論理に通じ、むしろこの論理を具体的に、よりきびしい形ですでに被保険
（７） 
者である現役労働者に適用したものとみることができる。そしてこの被保障》臼に要求される過去の就労期間は、受給
時における要保障性を推定させるものとして、それをはるかに遡った時点のものであってはならず、接着したもので
あること（局８口。］）をも要求する。そこで、その就労期間は受給前の一定期間（Ｈの【ｏＨ２８詞の『一・○）内のものでなけ
ればならないという制約をも課することになる。ここで、資格期間はその長さと近接性の一一重のしぼりがかけられる
さて、このような理由づけによる資格期間の設定は、学生の短期間アルバイトや主婦の短期間。ハート就労などの場
合にはあるていどの合理性が感ぜられなくはない。しかし、今日、とくにわが国の事情を前提とした場合、はたして
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（８） 
こととなるのである。
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完全な説得性をもつものかどうかである。資格期間にみたない短期被用者といえども、失業によって賃金収入を失う
ことはあきらかである。また短期被用者が当然に他に資産があり生活に困窮せず、あるいは労働不能者であるとする
わけにはゆかない。新規学卒者や農業からの賃労働者化などの新規労働市場参入者は、わが国の慣習たる生涯雇用に
よって、特別の事情のないかぎり、その雇主のもとで生涯を賃労働者として終るのが常態である。雇用保険法によっ
て短期雇用特別被保険者として特別扱いされることになったいわゆる出稼労働者にしても、それが農閑期における
、
、
、
、
暇つぶしとして就労しているのでない》」とは今日では常織で、生活のぎりぎりの必要性が農民を出稼という変則的就
（９） 
労型態に追込んでいるのである。短期雇用が多いとみられる（出稼ぎ型態をとらない）兼業農家にしても同様で、今
日
の
農
業
政
策
に
よ
り
も
は
や
農
業
の
み
で
は
生
計
不
能
と
な
っ
た
農
民
層
の
就
労
型
態
で
あ
る
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わ
が
国
に
お
い
て
は
、
む
し
ろ
短
期、断続的雇用労働者の方が不安定就労層として要保障性の強い層ではないかと思われる。
こうして、資格期間の国際的理解については、全面的に承服することはできない。資格期間の意味を認めるとすれ
ば、その理由は別のところにあると思われる。それは制度の濫用の防止である。もし何らかの資格期間の設定のない
（川）
とき、労働者側からは失業給付目当ての短期的就労、使用者側からは将来の計画性のない安易な雇用と恋意的解雇、
、
、
、
さらに制度を利用した意図的な短期循環的雇用型態の採用といった、制度を食い物にする傾向が助長される危険性が
ある。労働者側からの悪用は、後述のように正当事由のない自己退職が保障の欠格事由となるためそのおそれはほと
んど消滅するが、使用者側からのものは防ぐことは容易ではない。
資格期間の設定はこのような弊害を防止するが、しかし、それは反面で真に要保障性のある労働者を保障対象から
排除し、角を矯めて牛を殺すおそれのあることも十分考慮にいれなければならない。したがって資格期間を廃止し、
そのことによって生ずる弊を除去するための別の方法が考案されるべきなのである。
（１）の①。『ぬの因・丙の一目・負の。＆田員ロ叩員目８：』回８口。己－．ｍｍ２１耳冨（弔詞同Ｚ目○回四少田伊）己・ヨヨ・ウ園の己の回。』は普通、一
年あるいは五一一週である。
（２）］・旨＄冒門はとくに保険原理を指摘する。○℃・口庁・・９．９‐巴．
（３）倉扁咀】一回『ｐａｐＣｐ幽麗の日の日すの励・〔吾の］：。旨【・『・のご・目Ｐｏｐ・○岸・》□・』」◎。
（４）員司・鼻の厨笥冨ロ。旨『の口庁貰冒９日の具８岳の］号・色『、○局のご》の、。【ぬの回・門の）：．。□・◎房》８・恒Ｃｌ』Ｆ］・富の農円》
以上の受給要件をみたし、受給資格を得ても、その受給者について一定の事由ある場合には受給できないこととさ
れる場合がある・これが受給欠格要件であ課その要件としてはわが雇用保険法の例によって冒頭に列挙したものの
一七
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Ｃｐｇ（。ごロ・巳。
（５）このほか、労働の意思と能力をテストするためのものとする税もある。［伊Ｐ員同己『。：。辱◎口８のＣｇｐ－ｍｍｏＥ【】旦菖（』＆○）・
口・巨桿・遠藤前掲書一一一八八頁など。
（６）肩○《己回の日ロ］・］日の己自ロ、日目８叩ロゴの日の、葛・ロ・巨Ｃ・なお、本管では財政的理由もあげ、もし没格要件をはずすと拠出
率が法外に簡率化するであろうと指摘する（同二○－一一一頁）。
（７）もっともＨＦＣ員冒耳。：８．口８ｍ。§］の⑪２１ｑ葛、一一一頁では、固有の労働者に対するこの制約の結果、独立鴬剛
者や店主が対象から排除されることになったという説明がなされている。
（８）円い○・宝ｐｐｍヨロ｝。『日のロ斤目⑭巨『四ゴロ⑩、ロゴの日の⑫ご》》ご】ロ．
（９）出稼農家の実態については、たとえば伊藤博義「出稼労働者と失業保険」（法律時報四六巻一○号所収）など参照。
（、）今日、怒意的解雇は、解雇極濫用の法理などによりこれを無効とすることが判例法上砿立され、この弊害はかなり減少し
ていることは確かである。
三
受
給
欠
格
要
件
㈲
職
業
紹
介
等
拒
否
わが法制と同じく、職業安定機関による職業紹介、職業指導、職業訓練指示を拒んだ場合、失業保障給付の支給
が打ちきられることは世界のほとんどの立法例である。この制度は、その運用いかんによっては失業者に対する不適
職への就労強制的効果を発揮し、失業保障制度の本来の趣旨を没却する危険性をもつ。しかし、それにもかかわら
ず、この制度は失業保障制度の成否の鍵をにぎる重要性をもつもののごとくである。すなわち、これは、Ⅲ受給資
格要件としての前述の労働意思、労働能力のテスト方法としてのほか、②制度の濫用防止としての機能、③職業
指導、職業訓練指示については、失業者の将来の適職確保、そのための技能付与という失業者に対する雇用政策とし
ての役割をあわせてもつものとして、失業保障制度に不可欠のものとみられるのである。⑩については、受給資格要
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ほか、世界の立法例としては犯罪行為、労働争議による失業などがある。これによってまた多くの失業者が保障から
排除されることになるが、この場合は、労働者拠出の保険方式をとる場合は、すぺてその拠出を無に帰せしめる掛け
捨てケースであり、それだけに一厨重要かつ深刻な結果を招来することに注意しなければならない。
（２） 
この欠格要件の性格に関しては、一種の制裁（勺のロローご）とする見解もあるが、犯罪行為ではなく、制裁ではない
とする説が一般的である。わが雇用保険法上の不正受給による欠格（一一西条）のような場合はあきらかに制裁である
が、後述のごとく、一般には制裁と解すぺきではない。
欠格要件のうち、本稿では、わが国の法制に即し、職業紹介等拒否、自己の責に帰すべき事由による解雇、正当な
事由のない任意退職に限定して、以下、それぞれについて検討する。
そして、われわれとしてもこの欠格要件の必要性については肯定せざるをえないが、それは反面、就労強制という
危険性をもつ双刃の剣であることを忘れてはならないのである。
思われる。
こうして、失業保障は職業紹介等と不可分な結合関係を保たざるをえず、失業保障制度は職業紹介機構が未整備な
（３） 
国においては成り立たないといわれるのである。そしてこの職業紹介との結合については、失業者に対する給付は、
金銭給付ではなくて職業の提供が第一義的なものであるというオーソドックスな考え方によって裏打ちされ、もはや
動かしがたいものをもつ。それは保険方式をとろうと、扶助方式をとろうと、およそ失業保障についてまわるものと
件として両者を肯定する前提にたてば、労働意思は失業者の内心の問題であるためその認定が直接的にはきわめて困
難であり、労働能力についても同様の問題がある。そこで結局は職業紹介によってテストすることが最も簡単な方法
となる。また図については、失業という生活事故が疾病や老齢と異って被保障者の外部的事由によって生じ、被保障
者自体としては五体満足であることを特色とすることと、その失業の認定が直接的には困難であることから、制度の
濫用の可能性（Ⅱ財政破綻の可能性）とその弊（Ⅱ三・号‐ｓのごＳロ牙の）が大きい。そこでこのテストが不可避的と
な
る
の
で
あ
る
。
こ
う
し
て
、
」
目
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
退
職
この欠格要件も、その保障方式のいかんを問わず採用されているのが世界の通例で、保障方式をこえた問題である。
（４） 
その根拠としてあげられていることは、財政的観点と三○【【－日の旨８口ごく①の観点である。もし任意退職にまで保障
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な
る
と
み
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
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二○
範囲を広げると、財政的に立ちゆかないし、また労働者はきわめて悲意的、衝動的に現職を放棄して失業保障を受け
るにいたることになる。そこで失業保障の対象は労働者のコントロール外の退職、すなわち非自発的退職に限定し、
正当な理由（ｍｏａＢ巨陥）なき退職を排除することが必然的となるとされる。このほか、保険方式を前提として、と
く
に
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
立
て
ら
れ
た
理
由
づ
け
は
、
自
ら
保
険
事
故
の
原
因
を
発
生
さ
せ
た
者
は
、
そ
の
事
故
に
つ
い
て
保
険
給
付
を
（５） 
受けることができないとする原因説（８口閏一［ずの。『己である。
さて、このような理由づけによるこの欠格要件を妥当視しうるかどうかであるが、真正の自発的退職であれば、そ
の
後
の
失
業
期
間
の
う
ち
そ
の
退
職
に
起
因
す
る
と
み
ら
れ
る
期
間
は
保
障
欠
格
と
す
る
こ
と
は
や
む
を
え
な
い
と
解
さ
れ
る
。
真
正
の
自
発
的
退
職
者
で
あ
れ
ば
、
多
く
の
場
合
失
業
期
間
中
の
生
活
に
つ
い
て
は
あ
ら
か
じ
め
配
慮
さ
れ
て
い
る
で
あ
ろ
う
し
、
ま
た
そ
の
配
慮
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
も
そ
も
社
会
保
障
は
資
本
主
義
社
会
に
お
い
て
生
ず
る
不
可
避
的
な
生
活
事
故
に
対
し
て
保
障
を
な
す
も
の
で
あ
り
、
可
避
的
な
事
故
に
つ
い
て
ま
で
の
保
障
の
必
要
は
な
い
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
保
障
財
政
も
な
り
た
た
な
い
。
ま
た
く
り
か
え
す
ご
と
く
、
社
会
保
障
と
い
え
ど
も
、
市
民
社
会
に
お
け
る
基
本
原
理
た
る
生
活
の
自
己
責
任
原
理
の
う
え
に
立
ち
、
そ
れ
と
の
調
和
を
保
つ
必
要
が
あ
る
。
そ
こ
で
個
人
に
よ
る
生
活
維
持
の
ぎ
り
ぎ
り
の
努
力
が
必
要
で
、
こ
の
努
力
の
な
さ
れ
な
い
ま
ま
の
安
易
な
社
会
保障への依存を認めることは、まさに弓。鳥‐＆のごｎの旨く①の問題を生ぜしめ、ひいては制度存立の基盤を崩すことに
し
か
し
、
こ
の
こ
と
が
妥
当
し
う
る
の
は
、
真
正
の
自
発
的
退
職
者
に
か
ぎ
ら
れ
る
。
形
の
う
え
で
は
自
発
的
退
職
で
あ
っ
て
も
、
実
は
強
い
ら
れ
た
退
職
で
あ
る
こ
と
は
き
わ
め
て
多
い
。
雇
用
主
に
暗
黙
の
う
ち
に
強
い
ら
れ
た
退
職
の
場
合
は
も
と
よ
り
の
こ
と
、
そ
の
退職が労働条件、労働還境、その他労働に関連してやむをえずなされたもの、雇主の態度、あるいは雇主の責に帰す
べき事由による場合、さらに自己の疾病その他身体的、精神的欠陥、結婚、転居、家族扶養関係など、個人的事情に
より不本意ながら退職した場合などは真正の自発的退職ではない。このような意味で真正と不真正の自発的退職を区
別する基準たる概念が「正当な理由」ⅡＯ８ｑＯｇ別である。したがって、この基準の解釈がきわめて重要性を帯び
ることになるが、それは、当該労働者にとってのあらゆる事情から、その退職がやむをえなかったと認められる場合
は正当な理由が存在したものと解すべきである。
つぎにこの保障の欠格は無期限であってはならない。ＩＬＯも指摘するように、当初は真正の自発的退職であった
場合でも、一定の期間の経過後は非自発的失業に転化魂麺。そこで、その一定期間経過後は保障がなされるべきであ
って、これは各国の立法例のとるところである（わが雇用保険法上は一箇月ないし一一箇月とされている（法三三条））。
その期間は、労働能力を有する賃労働者が労働市場が正常に機能しているときに新職を得るに通常要する期間を参考
（７） 
として決められるべきものとされている。
㈲自己の責に帰すべき事由による解雇
（８） 
この欠格要件も保検方式にかぎられるものではない。
ここでの問題は、多くの場合企業秩序違反としての徴戒解雇の関係が、なにゆえにそれとは異った次元にある社会
保障法の領域にもちこまれ欠格事由とされなければならないかである。もし企業秩序違反に対するペナルティをその
まま社会保障法のそれとしてもちこんだとすれば、とうてい是認できないところである。この点についての国際的
一一一
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理解はつぎのようである。失業の直接の因は雇主の解雇であるが、その解麗をなさしめたのは労働者の行為である。
つまり、その失業は彼の外部的力によってではなく彼の意思によって生じたものであるから給付がなされるべきもの
（９） 
（皿）
でない。前述のイギリスにおける原因説は、この点をより明白に説明する。すなわち被保障者は避けられ曇えた行為に
よって基金に負担を負わせるのであり、このような場合には給付は拒否されるべきことになるのである。
要するにこの欠格要件の根拠は、解雇という第三者たる使用者の行為を形の上では介するにせよ、その原因は被保
障者自らが生ぜしめたものであること、すなわち自らが保障原因たる失業を生ぜしめたところに求められており、こ
れは前述の正当理由のない自発的退職の場合と共通するのである。
しかし、自発的退職の場合と異り、ここではこの根拠づけをすなおに肯定できないものがある。まず第一に、この
欠格要件の根拠を右のようなところに求めるとすると、労働者のその解雇誘発行為は、使用者との間の企業秩序破壊
、
、
Ⅱ徴戒の関係としてでなく、保障誘発行為として（したがって徴戒的要素はない）、あくまでも保障者（わが国の場
合は政府）との直接的関係としてとらえるべきもの、すなわち、保障者からみてもその行為が保障を拒むに値するか
どうかを判断する関係として、使用者の解雇行為を無批判的に受容することはできないはずである。使用者の解雇行
為が不当なことも多く、またとくにわが国では使用者の解雇については判例法上解雇権濫用の法理が確立され、使用
者の解雇権は大幅な制約を受けていることにも留意しなければならない。要するに、使用者による解雇があったから
、
、
といって当然に保障欠格とすることは許されず、保障者として、労働者の保障誘発行為について独自の審査、判断が
（Ⅱ） 
な
さ
れ
る
べ
き
と
こ
ろ
で
あ
る
。
第二に、右の措置がとられたとしても、労働者の過失による解雇の場合についてまで保障を拒否することは失業者
の生活保障の観点からゆき過ぎである・過失責任は被保険者の生死にかかわる場面にまで導入されるべきではないか
らである。自発的退職の場合のようにあきらかに事故発生についての頓極的意思があってはじめてその保障欠格が肯
定されるのであって、解雇の場合もその原因行為に労働者の故意あるときに限定されるべきである。このようにし
て、この欠格条項は、まず労働者の解雇誘発行為について故意のあった場合に限定され、つぎに、その解雇について
の保障者の立場からの独自の審査を前提としてはじめて承認されうるものである。またここでも、自発的退職の場合
と同様の欠格期間が設定されるぺきである。
（１）再ｐａｐの目ご－．］日の口目目、日目８脚可の日ののどでは受給蜜格要件を祇極的要件、受給欠格要件を消極的要件として整理す
〆■、〆■、グー、￣、〆■、
６５４３２ 
、＝〆、＝〆、='ミーグ～'
（５）］。ご房、西の『。。ｐ凰斤Ｊ□ロ・ロヨー①、。
（６）福Ｃａ目の『昌一◎望ョの具冒の色『：８の島のョの叩．ご已已・］圏１局⑬．〕・旨の⑩ゴの面によれば、一定期間後は、退職者の欠格行為に
よるというよりは労働市場の情況に帰しうるという（８．鼻。．□・閨、）。
（７）ＩＬｑ同右。妥当な期間として四’六週とする。
（８）フランスの手当制度では重過失により解雇されたものが欠格者とされている。
（９）目Ｆ○つ（（ごロのヨロ一○豈日のロ［田口⑫巨円四口の①の、ロの日の⑩ｇゴロ・停悼』・
（、）］・富研ぎの『や。□・◎斧・》ご・『画・
（ｕ）イギリスにおいても論ぜられているところである。］・富田声①『》Ｃ己・ロー→．．ｇ・目‐『②参照。
円い。》邑口『
るｅ・』ｇ）。
の①。『、の同．宛①］目》。□・ロ岸．．ご・⑭畠・佐藤前掲一○一頁
閂伊○・告ご己の目己一○望望「①ロ［閂。⑩こ『凹口、①の、声ロ】⑩の》・やつ。ｇ、。
円。》量ご鳥目己］
同右九七頁以下
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保障期間は、保障額とならんで失業保障制度の一一大エレメントとされるほどの重要性をもつが、この点についての
立法例は、扶助方式をとる場合にはおおむね期間に制限がない（オーストラリア、ニュージランド、フランスの失業
扶助制度など）のに反し、保険方式をとる場合は、期間に限定を加えるのが一般である。そしてこの保障方式の場
合、わが雇用保険法のように、その間に保障を受けうる大枠としての期間と、その期間内に現実に給付を受けうる日
数（保障日数）による一一重の限定が加わるのが普通である。ベルギーのように保険方式をとりながら期間に無制約な
場合もあり、またわが国の雇用保険にもみられるように、その場合の保障期間は、受給者の過去の拠出期間や拠出額
に無関係に定められて、当然に保険原理（Ⅱ給付・反対給付均等の原則）が賞かねているわけではないが、保障期間
の限定は、世界的にみて、保険方式に通常ともなうものと一応とらえうる。この結果、失業保険制度は、通常、短期
失
業
保
障
制
度
と
な
っ
て
い
る
。
この保障期間の限定の根拠としてあげられることは、失業率が低いときは、Ⅲ普通、失業期間は短期ですみ、例
外的に長期化するような場合は、失業者の身体的、精神的その他の理由によることが多く、これらは他の社会保険で
カバーすべきであること、および、②限定のないとき経饗の関係で他の労働者の給付額低下か保険料率上昇かを招
くが、各加入者の利益の．ハランスを確保する必要があること、また当然に失業期間が長期化する大量失業時において
は、⑩職業紹介による失業の認定が多くの受給者に対して困難となり、②受給者の継続的怠惰による道徳的荒廃
（１） 
と、③経費増による財政的破綻を招くことである。
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四
保
障
期
間
一
一
四
保障期間に限定を設けていることの根拠は、結局のところ、失業という特殊な事故に対する給付と負担とのバラン
スのとれた保険制度とするためには、失業期間のうちの一定期間のみを対象とせざるをえないことが主であるように
思われる。「失業」なる保険事故は、他の老齢などと異り、その発生率がまったく予測不可能なところに特色があ
る。経済の状況の変化に応じて、いつ、大量的Ⅱ長期的失業者が発生するかはまったく予測できない。したがって、
保険制度を設定すること自体、本来は困難なところである。そこで、もし保険制度をとるとしても短期的な保障とせ
ざるをえない。もしそうしなければ過度に高率の保険料の設定か給付額の低額化が不可避となり、結局制度の妥当性
を失わしめることになるのである。失業は長期化すればするほど失業者の生活を深刻ならしめる。したがって長期化
した場合こそより強力な保障施策が要求される。にもかかわらず、保険技術をもってしてはこれに対応できなかった
ということであろう。そしてこのことから、失業保険制度は、長期失業の発生、あるいは一定の保障期間経過後の失
業の場合には、保険以外の方法による救済措置を論理上当然に予想しているものとみられるのである。
保障期間限定の根拠としては、右のほか、労働者の冨○鳥１ｓ⑪ごＢロ牙のの問題も無視できないところである。失
業の全期間の保障は失業者を制度へ安易に依存せしめ、再就職への意欲と努力を阻害するおそれをもつ。これに対し
ては職業安定機関による職業紹介がチェック方法として存するのであるが、長期失業時代Ⅱ大箪失業時代には、その
紹介すべき職業が限定され、チェック方法としての機能が半減されることが予想される。しかしながら、前述のごと
くこのような長期失業時代こそ長期の保障が要請されるのであり、ョ。『穴‐＆の曰８目ぐののゆえに保障を打切ることは
本末転倒というべきである。とくに労働意欲の旺盛なわが国民にとってその弊害が実在するかどうかも検討されなけ
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
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中
心
的
保
障
形
態
と
し
の
社
会
保
険
方
式
さきにみたごとく、右の保障制限のうち保険構造上もたらされていると明瞭に認められるものは保障期間の限定の
みであり、他は保障方式にほとんどかかわりがない。では、この保障期間を無制約とするために保険方式を捨てて他
の方式に切り替えるべきか。そもそも世界には失業保障の立法形態として強制保険方式Ⅱ拠出方式と全額公費負担に
よる扶助方式とが存在し、このいずれをとるかは、保障期間との関係のみでなく制度全体にかかわるきわめて重要な
問題である。この点で私は失業保障の中核はやはり前者、しかも給付額における所得比例方式をとるべきもの、と
いうよりも、所得比例給付制をとるために保険方式をとるべきものと考える。扶助方式をとった場合、その財源上の制
約から給付水準は最低生活水準を上廻るものを期待できないであろうし、また公費の逆配分という不公正な形となる
所得比例給付制も避けられなければならない。失業保障について世界で扶助方式をとるすべての国が所得比例制をと
らず、｜定額以下の給付としていることはこのゆえと理解される。よりレベルの高い所得比例制をとるためには、一
以上、社会保障法原理にてらし、国際的に存在する保障制限として設けられた受給資格要件、受給欠格要件、保障
期間について、その妥当性を概略検討し、それに関して現存する問題点をあきらかにした。そこで以下、これを前提
として、より総合的、根本的かつ具体的に今後の法制がいかにあるべきかを考察することとする。
失
業
保
障
の
法
構
造
（１）揖伊Ｐ（ニロロのＢ□］。】目のロ［目印Ｅ３己８ｍｎケの日の⑩ごロロ・ごぃＩ目』．
五
今
後
に
お
け
る
失
業
保
障
法
制
の
展
望
一一一ハ
般の公費とは別個の、何らかの形において失業保障のために関係者から拠出された財源によるのが妥当な形と考えら
れるのである（私がここで「保険」といっているのはそのような意味のものでしかない。）。
そして、この給付額を所得比例制とすることは、事故発生前の生活水準をそのまま維持するという生活維持原則
（宅Ｈごｏ亘の。【冨巴ロ白首ご碩昌の旧忌『一○巨⑩の日ロＳａ・〔口ぐご、）に立つものとして、社会保障における所得保障部
門で今日絶対的といってよいほど強く要請されているところである。この点はすでに別に論じたのでここでは詳細を
（１） 
避けるが、ベパリッジ原則の崩解と称せられる一九六一年以後のイギリスにみられるごとく、最近における国民の所
得水準Ⅱ生活水準の向上は、社会保障の面においても最低生活保障のみをもって満足せしめず、従前所得の完全保障
を指向しているのであり、この要請は失業保障のような短期保障にはとくに強いのである。
こうして、失業保障の中心的制度として所得比例給付制保険方式の図式が導かれるのであるが、今後の失業保障は
これを骨格として、前節で検討したような諸点をも考慮し、社会保障法の一環としてより前進した形とすべきであ
る。それはつぎのような側面においてである。
Ⅲ
自
営
業
者
の
対
象
化
自営業者にも要保障性のある「失業」、すなわち非自発的廃業ないし仕事のとだえが存在し、これを保障の対象外
に放置する理論的根拠に乏しいことは前述したとおりである。この要保障性ある自営業者をも生活維持保障たる失業
保険の対象とすることは、生存権原理から当然に要請されるところである。
さきにもふれたごとく、この失業について要保障性のある自営業者の例としては、とりあえず、すでに労働者性を
（２） 
もつ家内労働者があり、つぎに家内労働者のカーナゴリーに属さない特定企業への従属（下請）自営業者ががあげられ
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②
資
格
期
間
ヅ
廃
止
前述のような理由により、資格期間は廃止すべきである。したがって、労災保険のように加入期間が一日でもあれ
ば、その失業者には受給楠が発生する形となる。この場合制度濫用の防止が大きな課題となる。労働者の場合は正当
な事由のない自己退職のとき受給欠格とされることによってこれが防止されうるが、使用者側からの濫用、すなわち
怒意的で、安易な労働者の雇入れと解雇、さらに制度を悪用した意図的な短期循環雇用形態の採用などに対してはそ
の防止策が検討されなければならない。この防止策としてはつぎの一一つが考えられる。一は、短期循環雇用を常態と
する使用者については、これを一般的制度からきり離して、別個の保険料率の定められた別枠の制度とすることであ
る。現在の雇用保険法上の短期雇用特例被保険者制度（三八条以下）はこの意味において正当視される。つぎには、
の職業紹介（家内》
要するに、現在・
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
このような自営業者の労働（被用者）保険への取込みについては、すでにそのモデルは労災保険への自営業者層の
（３） 
対象化によって一示されている。ただ、労災保険は、その対象とする労働災害という事故について、その発生事実と結
果が外部的に把握が容易であるに反し、失業はその認定が困難であるという差がある。これが失業保障への自営業者
対象化の大きな技術的障害となるが、さきにも検討したごとく、家内労働者や従属自営業者などの失業発生の把握は
必ずしも不可能ではない。また現に失業中か否かの認定の困難さの問題は一般失業者と共通の問題で、これには一般
の職業紹介（家内労働者には家内労働の紹介）によるテスト方法で対処しうる。
要するに、現在における自営業者の労働者に等しい地位に着目し、これを対象化するための努力がなされなければ
る。
失業保障の法櫛造
二『ハ
保険制度による財源上の制約がある以上、個別延長給付以下の各種延長給付の弾力的活用を条件として、再就職難
易
度
に
よ
る
給
付
日
数
決
定
方
式
は
妥
当
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
の
再
就
職
の
難
易
度
に
よ
る
給
付
日
数
制度ど立てた以上、はたして被爆陳者期間一年未満の者と差別しなければならなかったかどうかの疑問は残る。こ
（５） 
れは立案者の説明では給付と負担との過度の不均衡を避けたもののごとくであり、保険原理への固執であるが、難易
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二九
使用者の負担する保険料（将来は後述のごとくこれが保険財政の主要部分をしめることになる）にメリット制を導入
す
る
こ
と
で
あ
る
。
このことは後述するが、これは制度濫用防止のみならず失業予防的観点からも重要である。この二
つの手段をとれば、資格期間の廃止は可能となると思われる。
③
保
障
期
間
の
長
期
化
失
業
の
続
く
か
ぎ
り
保
障
す
る
と
い
う
の
が
理
想
で
あ
る
が
、
前
述
の
ご
と
く
、
保
険
制
度
を
と
る
以
上
は
、
財
源
上
、
そ
こ
に
お
の
ず
か
ら
限
界
が
生
ず
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
。
適
正
な
保
険
料
率
の
も
と
で
、
そ
の
枠
の
な
か
で
で
き
る
か
ぎ
り
の
長
期
の
保
障
期
間
が
設
定
さ
れ
る
べ
き
こ
と
に
な
る
。
こ
の
点
、
わ
が
雇
用
保
険
法
は
、
受
給
期
間
を
原
則
と
し
て
一
年
と
し
つ
つ
（
二
○
条
一
項
）
、
そ
（４） 
の
間
に
支
給
さ
れ
う
る
給
付
日
数
を
受
給
者
の
再
就
職
の
（
年
齢
を
中
心
と
す
る
）
難
易
度
に
よ
っ
て
決
定
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
い
る（二一一条一項）。すなわち、年齢五五歳以上の者’一一一○○日、四五歳以上五五歳未満Ｉ一一四○日、一一一○歳以上四五
歳未満’一八○日、三○歳未満’九○日を原則的支給日数とし、これに受給者の個別的事情やその時点での雇用失業
状勢などによって支給日数を増加する個別延長給付（一一三条）、訓練延長給付（一一四条）、広域延長給付（一一五条）、
全国延長給付三七条）の制度を配し、反面被保険者期間が一年未満のときは年齢にかかわりなく一律九○日とされ
全
国
延
長
給
付
三
る（二二条二項）。
失業保障に保険方式をとるとした場合においても、その保険料を誰が、いかに負担すべきかは別途論ずべき問題で
ある。世界の立法例は、労使双方の負担によることも多いが、ブラジル、イタリヤ、アメリカ（アラバマ、アラス
カ、ニュージャージー州を除く。）では使用者の一方的負担制をとっている。この失業保険の保険料を誰が負担すべき
かの問題は、社会保障の財源を誰が負担すべきかの問題の一環を構成するものである。この社会保障あるいは社会保
険の財源については、従来、確たる理論的根拠もなく、各国の国情や沿革にしたがい、国、使用者、労働者などが負
（６） 
担をなしてきたが、私説では、別稿でふれたよ》フに、社会保障の各保障部門ごとに、その保障事故の性格や保障によ
る受益の帰属関係などを総合勘案したうえ、公平の観点から妥当な負担関係が導かれるべきことになる。
そこで失業保険の財源負担関係のあり方いかんについては、その対象とする「失業」なる生活事故とその保障の受
益関係について右のような観点からの考察によってえられるものとなる。ところでアメリカにおいて使用者全額負
担制がとられている理由としてあげられていることは、Ⅲ労働者は失業をコントロールできないこと、②労働組
合が労働者の手取賃金の減少などから労働者拠出に反対であること、側使用者は大労組からのそのことによる賃上
失業保障の法榊造
三○
度による給付日数決定方式を採用したことは、すでに拠出と給付日数との保険原理的関係を切断したことを意味し、
、
、
この｝」と自体社会保険としては是認されうるものであるから、被保険者期間による差別は廃止すべきである。ただ
し、この問題はつぎに述べる財源負担のあり方と密接な関連をもち、その財源の主要部分を使用者が負担するとすれ
ば受給者の被保険者期間の長短はほとんど問題とされる余地はなくなるものである。
四
財
源
（
保
険
料
）
の
使
用
者
負
担
の
原
則
化
と
メ
リ
ッ
ト
制
の
導
入
（７） 
げ
要
求
を
お
そ
れ
て
い
る
こ
と
、
側
メ
リ
ッ
ト
制
は
労
働
者
に
望
ま
し
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
、
で
あ
る
。
こ
こ
で
４
℃
つ
と
ｊ
ｂ
重
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
は
仰
で
あ
る
。
こ
こ
に
は
ア
メ
リ
カ
の
み
な
ら
ず
世
界
の
資
本
主
義
国
す
べ
て
に
通
ず
る
論
理
が
あ
る
。
失
業
な
る
事
故
は
、
労
働
者
が
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
な
い
ば
か
り
か
、
そ
の
大
部
分
は
ま
っ
た
く
使
用
者
側
の
一
方
的
事
情
Ⅱ
経
営
事情によって発生するものである。これに対し、失業労働者はそれに抗するすべもない一方的被害者で、しかもその
被害は生活不能という労働者にとってもっとも深刻な形となってあらわれる。このような労働者にとって不可杭的
な、しかも資本主義社会における私的企業に内在的ともいえる事故は、性格上労働災害とあい通ずるものがある。解
雇
は
な
る
ほ
ど
市
民
法
上
は
自
由
を
建
前
と
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
労
働
者
の
生
活
保
障
的
観
点
す
な
わ
ち
社
会
保
障
法
の
次
元
に
お
い
て
は
、
労
災
保
険
同
様
使
用
者
に
責
任
を
負
わ
せ
る
べ
き
も
の
、
し
た
が
っ
て
、
失
業
保
険
の
保
険
料
は
使
用
者
の
原
則
的
負
担
こ
の
こ
と
は
失
業
保
障
の
受
益
の
帰
属
関
係
か
ら
も
補
強
さ
れ
う
る
。
す
な
わ
ち
、
失
業
保
障
は
も
ち
ろ
ん
直
接
的
に
は
失
業
者
の
利
益となるが、より大きくは労働力の保全、培養として、いわゆる大河内理論がよく妥当する分野であり、それは（総）
資
本
の
利
益
に
帰
着
す
る
の
で
あ
る
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
こ
の
関
係
か
ら
も
使
用
者
あ
る
い
は
国
家
が
経
費
の
負
担
を
な
す
べ
き
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
た
だ
、
右
の
失
業
の
社
会
的
性
格
に
関
し
て
は
、
前
述
の
ご
と
く
失
業
保
障
の
受
給
資
格
要
件
と
し
て
、
使
用
者
に
帰責されえない労働者の自己退職の場合も含まれることを配慮して、労働者は、せいぜいそれにみあう分の保険料納
付の妥当性の余地を生ずるのみである。また、前述の自営業者を対象とする場合には、大企業の従属自営業者、家内
労働者については、その保険料負担者は大企業、委託者とすぺきである。
こ
う
し
て
、
失
業
保
険
の
保
険
料
は
、
そ
の
主
要
な
部
分
を
使
用
者
と
国
に
負
担
せ
し
む
べ
き
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
さ
ら
に
、
こ
の
失業保障の法榊造
一一一一
においては、労災保雄
と
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
失
業
保
障
の
法
榊
造
一一一一一
使用者の負担する保険料は、失業の予防、すなわち使用者に経営の健全化への絶えざる努力を促すために、アメリカ
の例を範として、メリット制を導入すべきである。社会保障は、事故の保障から事故の予防へと重点を移してゆくべ
き宿願をもつものであるから、このメリット制の導入、すなわち保険料率をその使用者の過去の失業発生率に対応し
（８） 
て変動せしめることは将来の構想におけるきわめて重要なポイントである。
（１）拙稿「近年における社会保障法の発展の動向と生存樅原理の進展」（社会労働研究一八巻二号）、「社会保障法の法体系試
論」（同一一一一一巻一号）参照。
（２）家内労働者の意義については、現行家内労働法二条の定義規定が存在するが、これによると、委託者からの物品（原材料
を含め）の提供または売渡しを受けること、同居の親族以外の者を使用しないことを常態とすることなどの限定がある。
（３）小規模自営業者の廃業等の場合の共済制度としてはすでに小規模企業共済等に関する法律（昭和四○法一○二号）が存在
するが、これはまったくの私保険原理に立つもので目下のところ、社会保硫法上の制度とみることは困難である。
（４）この立法趣旨については、関英夫「雇用保険法の解説」二一一五頁参照。
ク■、グー、グー、グ■、
８７６５ 
、－〆、－〆、一夕、‐ン拙稿「労災保険の社会保障化上の基本問題」（社会労働研究二○巻一号）三一一七頁参照。
。①。品の回閃⑦］８．．己．ｎ房・・己，⑫忠・
以上の結果、失業保険（雇用保険）は基本形態として労災保険と酷似する結果となった。かつて西谷敏教授はすべての社
会保険についての労災保険化を主張された（「社会保障法における人間像」（法挙雑誌一九・一一注（８）が、少なくとも失業
保険については正当である。この失業保険化は、本文で述べたように、労働災害と失業とは、社会保障法的観点からは、同
質的であるとの認識からの帰結である。西谷教授のほか失業に対する使用者の責任を肯定するものに田中滑定「保険の諸問
題」（ジュリスト一一一九三号一○八頁）、失業保険の労使同率負担に問題ありとされるものに小川政亮「失業労働者保護」
（新労働法講座八巻三○七頁）がある。
同右一三六頁。
このうち新規学卒者は、例の高度経済成長以後の若年労働力不足現象によりその要保障性は弱く、またその失業は
大学の場合の留年、あるいは不完全就労化によって認定困難な場合が多いことがとかく扶助制度創設を消極的ならし
めるであろう。しかし現在のいわゆる低成長時代、不況の長期化のような現象は資本主義社会につねに生起するもの
であって、これに備えて制度を設けておくことが必要である。この点で、最低一七歳の学卒男女に失業手当を支給し
ているフランスの例が範とされるべきである。
自営業者については、技術的に可能なかぎり、前述の保険制度の対象から外れたすべての者が対象となるべきこと
目
補
足
的
制
度
と
し
て
の
扶
助
制
度
の
創
設
以上に述ぺたように、失業保障の中核的制度としては従前からの構造を脱却した形での保険制度がすえられるぺき
であるが、その保険制度によってカバーしきれない失業者の生活保障のために、扶助方式による制度が当然に対応し
なければならない。これはすでにＩＬＯ四四号勧告（一九三四）によって示されるところである。そして、形として
は、雇用対策法上の職業転換給付金制度などが類似のものとしてすでにみられるところである。この扶助制度の対象
となるぺき者は、具体的には新規学卒者、失業保険の対象から外れた自営業者、失業保険の被保険者であった失業者
以上のような者を対象とする失業手当の受給要件としては、労働能力、労働意思は必要であろう。また制度濫用防
止的観点を含め、受給者に対する適職紹介は必要で、これの拒否、さらに正当な事由のない自営業の任意的廃業、受
失業保障の法構造
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で保障期間満了者である。
になる。
失
業
保
障
の
法
構
造
三四
給者に重過失ある場合の廃業は、原則的に受給欠格要件とされてよいであろう。
さ
て
、
こ
の
失
業
手
当
制
度
の
制
度
的
特
徴
と
し
て
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
諸
点
が
あ
げ
ら
れ
る
。
Ⅲ
無
期
限
の
保
障
で
あ
る
こ
と
。
フランス失業扶助制度に示されているところである。国庫財源を使用することにより、保険方式におけるような財
源
上
の
制
約
は
な
く
、
失
業
の
続
く
か
ぎ
り
保
障
が
な
さ
れ
る
と
い
う
社
会
保
障
原
理
に
て
ら
し
理
想
的
な
姿
が
え
ら
れ
る
こ
と
と
な
る。とくに失業保険制度の受給期間満了後は、一般公的扶助制度Ⅱ生活保謹法の適用を受ける以外保護のない失業者
の救済に重要な役割を演ずることとなるのである。
②
保
障
額
は
最
低
生
活
保
障
額
と
な
る
こ
と
。
全額国庫負担であることによって、その保障額は最低生活保障の水準に低下せざるをえない（前述）。このために、
生
活
維
持
原
則
に
立
ち
、
従
来
最
低
生
活
水
準
以
上
の
保
障
額
を
支
給
さ
れ
て
い
た
失
業
保
険
の
被
保
険
者
は
、
そ
の
保
障
期
間
満
了
後
、
最
低
水
準
の
レ
ベ
ル
に
転
落
す
る
こ
と
と
な
る
が
、
や
む
を
え
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
③支給にあるていどの所得制限はやむをえないが、厳格な資産調査は付着しないこと。
（１） 
こ
こ
に
失
業
扶
助
制
度
の
一
般
公
的
扶
助
法
と
の
基
本
的
差
異
が
あ
り
、
存
立
意
義
が
あ
る
の
で
あ
る
。
す
で
に
多
く
の
論
者
に
よ
っ
て指摘され、私も指摘してきたように、伝統的公的扶助法は補足性の原則Ⅱ資産調査を制度の本質的特質とし、これ
が
こ
の
制
度
を
き
わ
め
て
非
近
代
的
、
非
合
理
的
、
非
人
道
的
な
救
済
制
度
た
ら
し
め
、
最
低
生
活
保
障
の
た
め
の
よ
り
よ
い
制
度
の
模
（９）） 
索
が
各
国
と
も
に
な
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
に
応
じ
て
登
場
し
た
の
が
無
拠
出
年
金
、
わ
が
国
の
児
童
扶
養
手
当など、年金Ⅱ定期、定額方式で、テストもインカム・テストていどに緩和された扶助制度であった。そしてこのよ
うな扶助方式はその制度化が可能なていどに一般に類型性をもつすべての貧困原因に拡張されてゆくべきもので最
低生活保障として、私はこれは憲法一一五条一項の直接的要請とみるのである。そしてそのひとつとして、貧困原因の
一類型としての失業に対するものとして右のような形での扶助制度が浮びあがるのである。ただ、財源が公費である
ため、失業者であっても高額所得者であるものを除外することは合理的で、このような意味での所得調査はやむをえ
ないものとみられるのである。
（１）ＩＬＯ四四号勧告も、失業手当制度の必要性と、それが通常の貧困救済制度とは別の基礎の上に設けられるべきことを説
以上、社会保障法原理にてらし、現行の失業保障法（雇用保険法）について枚討し、それを前提としてあるべき失
業保障の基本的法構造を描いてみた。それは中心的制度としての失業保険と、それを補足するものとしての失業手当
制度の一一本建についてのごく基本的な骨格を構想するにとどまり、細部についての多くの検討が残されている。とく
に、主として失業保険について問題となる受給欠格要件をいかにするかが重要である。また現存する各種雇用形態、
とくに短期循環雇用者や日雇労働者をどのように扱うか、などの問題もある。これらはより子細、綿密に検討されな
ければならないため、他日に期することとせざるをえない。
一一一五
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（２）拙稿「無拠出年金の法的性格」（社会労働研究一一一巻一一一・四号）参照
いている（二項）。む
す
び
失業保障の法構造
一一一一ハ
さらに、単なる社会保障法原理のみでなく、冒頭にも述べたように、労働権原理ボ加わった場合どうなるかが大き
（１） 
な課題であるが、これも後日に譲ることとする。
（１）その若干については、拙稿「最近の労働立法における若干の動向について②」（社会労働研究二四巻三号）で検討した。
